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（単位：円）

5,896,909,893 2,066,404,358

現 金 及 び 預 金 1,653,280,636 720,783,594

受 取 手 形 193,688,430 548,762,088

売 掛 金 1,665,219,118 154,194,500

商 品 及 び 製 品 823,685,717 140,600,000

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 539,805,969 59,591,500

仕 掛 品 1,016,542,706 1,663,972

未 収 入 金 3,827,902 8,964,653

前 払 費 用 656,700 173,250

仮 払 金 202,715 286,000,000

9,000,000

134,843,921

1,826,880

3,791,554,390 865,874,064

有形固定資産 1,720,924,824 150,868,811

建 物 786,511,092 657,260,925

構 築 物 21,835,277 22,500,000

機 械 及 び 装 置 115,672,564 8,829,920

車 両 運 搬 具 4 11,781,877

工 具 器 具 備 品 88,538,131 14,632,531

土 地 698,679,756

リ ー ス 資 産 9,688,000

2,932,278,422

5,791,546,747

無形固定資産 70,264,399 450,000,000

電 話 加 入 権 360,000 1,237,502,980

ソ フ ト ウ ェ ア 69,904,399 資 本 準 備 金 518,642,980

自 己 株 式 処 分 差 益 465,500,000

投資その他の資産 2,000,365,167 資 本 金 減 少 差 益 253,360,000

投 資 有 価 証 券 1,426,944,511 4,104,043,767

関 係 会 社 株 式 568,890,700 利 益 準 備 金 36,406,300

保 証 金 3,412,700 別 途 積 立 金 3,600,000,000

長 期 前 払 費 用 987,256 繰 越 利 益 剰 余 金 467,637,467

そ の 他 79,020,500

貸 倒 引 当 金 △ 78,890,500 964,639,114

964,639,114

6,756,185,861

9,688,464,283 9,688,464,283

支 払 手 形

そ の 他

未 払 金 ・ 未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

仮 受 金

繰 延 税 金 負 債

貸　借　対　照　表
(2021年3月31日現在）

Ⅰ 流 動 資 産

（資　産　の　部）

賞 与 引 当 金

Ⅰ 流 動 負 債

買 掛 金

Ⅱ 固 定 資 産

前 受 金

（負　債　の　部）

製 品 補 修 引 当 金

預 り 金

リ ー ス 債 務

Ⅱ 固 定 負 債

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

有 価 証 券 評 価 差 額 金

Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資 本 金

製 品 補 修 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

Ⅰ 株 主 資 本

（純　資　産　の　部）

負 債 合 計

リ ー ス 債 務
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個 別 注 記 表 

 

１.重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 有価証券の評価基準および評価方法 

① 子会社株式・・・・・移動平均法による原価法 

② その他有価証券 

 時価のあるもの・・・決算末日の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

 時価のないもの・・・移動平均法による原価法 

 

(2) たな卸資産の評価基準および評価方法 

① 商品及び製品、半製品、材料、仕掛品 

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により

算定） 

② 未成工事支出金 

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により 

算定） 

③ 貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法

により算定） 

 

 (3) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く。） 

定率法（ただし、1998 年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を除く。）および 

2016 年４月１日以降取得の建物附属設備並びに構築物については、定額法）を採用してお

ります。 

② 無形固定資産（リース資産を除く。） 

定額法を採用しております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

(4) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度における支給見込額に 

基づき計上しております。 

 

 



 - 3 -  

③ 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度における支給見込額に基づ

き計上しております。 

④ 製品補修引当金 

製品補修に備えるため、当事業年度の売上高に対する将来の見積補修額に基づいて計上

しております。 

⑤ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、

簡便法（期末自己都合要支給額）により計上しております。 

⑥ 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支給に備えるため、会社の内規に基づく期末要支給額を計上しており

ます。 

 

 (5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

① 完成工事高および完成工事原価の計上基準 

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については、

工事進行基準を適用し、その他の工事契約については工事完成基準を適用しております。 

② 消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

２. 当期純利益金額 

     393,811千円 


